
1．はじめに

　近年、環境問題が盛んに議論される中、我々の生
活に必須のプラスチックに関わる地球環境との調和・
融合は重要な課題である。すなわち、現状の汎用プ
ラスチックのほぼ全てが石油由来であり、使用後の
焼却により排出される二酸化炭素が地球温暖化につ
ながるため、プラスチックのリサイクル技術やバイ
オ化技術がその解決手法として注目されている。し
かし、実用的な観点から幅広く普及するに至ってい

ない。
　樹脂に安価な無機物（石灰等）を混合した複合材
料は古くから知られているが、無機物含量が多くな
ると成形技術が格段に難しくなり、同時にプラスチ
ック特有の柔らかさが低下する。そのため、多くの
プラスチック複合製品では無機物含量は3割以下に
留まる。しかし、プラスチックと同量以上の安価な
無機物を複合した材料を自在に成形できれば、焼却
時の二酸化炭素排出を減らすことができ、環境問題
の解決に大きく貢献できる。また、プラスチック含
有量が50％未満の製品は容器・包装リサイクル法
の適用除外となるため、容器・包装リサイクル協会
に納める負担金がなくなり、製造コストの実質的な
削減につながる。そのため、無機物を50％以上含
む複合材料が開発できれば、環境問題への貢献とコ
スト削減を一挙に達成できる。
　このような背景の下、（株）アースクリエイトは
炭酸カルシウム（石灰）を各種プラスチックに混合し
たマスターバッチを混練メーカー等と共同開発して
きた。石灰を50％以上含む複合材料を「Stone-Sheet」
として登録商標し、シート状のものを合成紙の代替
として製品化している。既に大手百貨店の保冷包装
紙として採用されるなど、Stone-Sheet 事業を積極
的に推進してきた。Stone-Sheet を採用することで
商品調達素材原価が大幅に削減され、製品が産業廃
棄物扱いにならず、可燃ごみとして処分することが
できる。同時に合成紙の使用量を減らすことで二酸
化炭素の発生の抑制につながり、更に上述のように
容器・包装リサイクル法の適用除外となりコストを
削減できる。
　本稿ではStone-Sheet の特性と農業資材（マルチ
フィルム）への応用について述べる。
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2．Stone-Sheetの特性と用途展開

　Stone-Sheet の樹脂成分として、汎用プラスチッ
クである低密度ポリエチレン（LDPE）、高密度ポ
リエチレン（HDPE）、ポリプロピレン（PP）を用
いている。樹脂の種類に加え、炭酸カルシウムの粒
径や添加量を変えることで様々な用途に適用できる
マスターバッチを開発した。製品例を図1に示す。
紙製品の代替品となる様々な製品のみならず、薄物
の成形品も開発している。樹脂の物性に合わせて多
様な用途展開が見込まれている。
　Stone-Sheet の主成分である無機物は炭酸カルシ
ウムであり、焼却時に二酸化炭素が発生することを
危惧する見方がある。しかし、可燃ゴミを燃やして
いる焼却炉ではダイオキシンの発生を抑えるために
中和剤として、Stone-Sheet の主成分である石灰を
添加しているのが現状である。一方、Stone-Sheet
は石灰を 50％以上含んだ製品であるため、Stone-
Sheet を含む廃棄物の焼却ではその添加量を抑える
ことができるメリットがあり、Stone-Sheetでは樹

脂成分が少ない分だけ二酸化炭素の発生を真に抑制
できる。
　Stone-Sheetの購入側のメリットを以下にまとめる。
　　①二酸化炭素削減への貢献ができる。
　　②容器・包装リサイクル法の適用除外となる。
　　③産業廃棄物扱いとならない。
　これら三つのメリットを享受したい食品大手企業
や販売系大手企業のニーズに応える製品が開発でき
れば、多大な経済効果が見込まれる。Stone-Sheet
を積極的に採用する企業戦略は、環境対応製品の知
名度と市場を大きく拡張すると期待される。

3．農業用マルチフィルムへの応用

　肥料袋やマルチフィルム等の農業用廃プラスチッ
クは、「廃棄物及び清掃に関する法律」により、産
業廃棄物に分類されており、廃棄時には付着した土
砂や水分を除去した上で廃棄物処理業者に有料で処
分を依頼する必要がある。このため、これらの廃棄
は農業従事者にとって労力的にも経済的にも負担と
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図1　Stone-Sheetの製品例



図2　促進耐候性試験前および72サイクルの促進耐候性試験後のStone-Sheet 1と
　　　Stone-Sheet 2の電子顕微鏡像

なっている。Stone-Sheet を従来のマルチフィルム
の代わりに使用できれば、廃棄にかかる労力の低減
およびコスト削減が期待できる。そこで、Stone-
Sheet の複合サイクルウェザーメーターを用いた促
進耐候性試験を行い、マルチフィルムとしての用途
可能性について検討した。
　実験試料として、アースクリエイト製のHDPE
に炭酸カルシウムが31.6 : 68.4の割合で混練された
厚み100μmのシート（以下、Stone-Sheet 1）および、
HDPEに炭酸カルシウムと紫外線吸収剤がそれぞ
れ50 : 46.5 : 3.5の割合で混練された厚み30μm の
シート（以下、Stone-Sheet 2）を使用した。促進耐
候性試験には複合サイクルウェザーメーター（スガ
試験機製SX75-S80S OG、光源：サンシャインカー
ボンアーク）を用いた。降雨・照射を18分間行っ
た後、照射を102分行う工程を1サイクルとした。
また、ブラックパネル温度は65℃、照射時の湿度
は50％R.H.、放射照度は80W/m2とした。試料の
表面観察は、低真空走査型電子顕微鏡（日本電子製
JSM-5600LV/JED-2200）を用い、印加電圧は15kV
とした。強伸度試験はヨコ方向 25mm×タテ方向
50mm の大きさに裁断した試料をねじ式万能試験機
（東京試験機製LSC-1/30-2）を用い、チャック間距
離30mm、クロスヘッドスピード30mm/minの条
件で行った。

3-1．促進耐候性試験によるStone-Sheet の外

　　観変化

　促進耐候性試験前および72サイクル後のStone-
Sheetの電子顕微鏡像を図2に示す。Stone-Sheet 1
では促進耐候性試験前および72サイクルの促進耐
候性試験を行った後のいずれの試料でも表面に凹凸
および無数の空隙が見られた。これはStone-Sheet 
1ではHDPEに対する炭酸カルシウムの割合が多く、
炭酸カルシウムが表面に浮き出したためであると考
えられる。一方、Stone-Sheet 2 は、促進耐候性試
験前のものはStone-Sheet 1 と比較して表面が平滑
で空隙も見られなかった。しかし、72サイクルの
促進耐候性試験を行った後では空隙が形成されてい
た。この空隙はPEの劣化に伴い、表面の炭酸カル
シウムが脱落したために形成されたと思われる。

3-2．促進耐候性試験によるStone-Sheet の収

　　縮

　促進耐候性試験に伴うStone-Sheet の収縮を調べ
た（図3）。なお、収縮率は210mm× 294mmの大
きさに裁断した試料について、促進耐候性試験前後
の面積から以下の計算式によって算出した。
　　　収縮率(%)=(S1－ S2)/S1× 100・・・①
ここで、S1は促進耐候性試験前の試料面積を、S2
は促進耐候性試験後の試料面積をそれぞれ表す。
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図4　Stone-Sheet 1（●）とStone-Sheet 2（●）の促進耐候性試験に伴う
　　　破断強度 (A) 及び破断伸度(B)の変化

図3　Stone-Sheet 1（●）とStone-Sheet 2（●）の
　　　促進耐候性試験に伴う収縮率変化

Stone-Sheet 1 では促進耐候性試験のサイクル数が
多くなるにつれ収縮率は高くなったが、Stone-

Sheet 2の収縮率は12サイクルの促進耐候性試験以
降ではほぼ一定で、Stone-Sheet 1 と比較して低か
った。

3-3．促進耐候性試験によるStone-Sheet の物

　　性変化

　促進耐候性試験に伴うStone-Sheet の破断強度お
よび破断伸度の変化を調べた（図4）。72サイクル
の促進耐候性試験後のStone-Sheet 1とStone-Sheet 
2 の破断強度の低下率はそれぞれ24.1％および14.7
％であり、72サイクルの促進耐候性試験後の破断
伸度の低下率はそれぞれ99.8％および86.1％だった。
Stone-Sheet 2のほうがStone-Sheet 1と比較して破
断強度が高く、促進耐候性試験に伴う破断強度およ
び破断伸度の低下率も小さかった。
　以上の結果から、Stone-Sheetの屋外使用では紫
外線防止剤の添加が必須であり、樹脂含量の多いほ
うが耐久性は高いことがわかった。今後、長期の屋
外暴露試験を含めた検討を継続し、Stone-Sheet の
農業資材への用途展開の可能性を見極める。
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